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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 13,967 18.6 461 ― 524 ― 314 ―

22年3月期第2四半期 11,774 △42.2 △360 ― △230 ― △484 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 13.46 ―

22年3月期第2四半期 △20.39 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 41,023 32,866 78.3 1,376.69
22年3月期 40,367 33,087 80.2 1,386.46

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  32,137百万円 22年3月期  32,365百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 7.00 ― 5.00 12.00
23年3月期 ― 6.00

23年3月期 
（予想）

― 6.00 12.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 28,500 17.5 950 ― 1,100 447.2 590 ― 25.27
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(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信の発表時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続きは終了しておりますが、この四
半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外となっております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記の配当につきましては平成22年５月13日に公表いたしました内容から変更しております。詳細につきましては、本日平成22年11月11日公表の「剰
余金の配当および配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
 
２．上記の業績予想につきましては、平成22年５月13日に公表いたしました内容から変更しております。業績予想に関する事項につきましては、本日平成2
2年11月11日公表の「通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
 
３．上記の予想には発表日現在の将来に関する前提・見直し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異な
る可能性があります。詳細は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご参照ください。 
 
４．当社は、平成22年８月10日開催の取締役会において、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入することを決議し、平成22年９月１日付で、資産管理サービ
ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」といいます。）が当社株式800,000株を取得しております。信託Ｅ口が所有する当社株式については、自
己株式に含めて記載しております。 

4.  その他 （詳細は、[添付資料]３ページ「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 25,359,660株 22年3月期  25,359,660株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  2,015,832株 22年3月期  2,015,725株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 23,343,873株 22年3月期2Q 23,773,390株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用・所得環境に引き続き厳しさが残るものの新興国向けの輸出の

増加を背景に設備投資は持ち直しつつあり、政府の景気刺激策により個人消費が増加するなど、緩やかな景気回復

が続きました。一方、世界経済全体では、中国を中心としたアジアでは好調を維持し、米国でも緩やかな景気回復

が続きましたが、長引く円高の影響が懸念されており、景気の先行き不透明感が強まっております。 

当社グループを取り巻く事業環境は、国内においては公共投資の抑制など厳しい市場環境が続いておりますが、

海外においては、北中米市場ならびにアジア市場などで需要が堅調に推移いたしました。このような状況の中、当

社グループといたしましては市場開拓を積極的に行いました結果、売上高は139億67百万円（前年同期比18.6％増）

となりました。また利益面におきましては、生産量が増えたことによる量産効果もあり、営業利益は4億61百万円

（前年同期は3億60百万円の営業損失）、経常利益は5億24百万円（同2億30百万円の経常損失）、四半期純利益は3

億14百万円（同4億84百万円の四半期純損失）と大きく改善することができました。 

  

セグメント別概況は次のとおりです。 

 （日 本） 

日本では、国内の主力市場であるレンタル業界向けや、プラント業界向けに発電機等の出荷が増加したことに加

え、北中米やアジア向けに発電機の出荷も堅調に推移したことから、売上高は104億39百万円と前年同期と比べ19億

44百万円（22.9％増）の増収となりました。営業利益は66百万円となり、売上増加や経費節減に積極的に取組んだ

ことにより、前年同期に比べ6億48百万円の改善となりました。 

 （アメリカ） 

アメリカは、本格的な景気回復には至っていないものの、大型発電機を中心に出荷が増加し、売上高は19億57百

万円と前年同期に比べ2億77百万円（16.5％増）の増収となりました。営業利益は1億77百万円となり、前年同期に

比べ1億73百万円の改善となりました。 

 （アジア） 

アジアは、景気が回復基調にあり、インドネシア向けなどの出荷が増加し、売上高は14億28百万円と前年同期に

比べ22百万円（1.6％増）の増収となりました。営業利益は1億58百万円となり、前年同期に比べ45百万円の改善と

なりました。 

 （欧 州） 

欧州は、為替変動の影響もあり発電機の出荷が減少し、売上高は1億41百万円と前年同期に比べ50百万円（26.1％

減）の減収となりました。営業損失は24百万円となり、前年同期に比べ若干の減益となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は410億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億55百万円増加いたし

ました。流動資産は259億76百万円となり、1億75百万円増加いたしました。主な要因は、売上高増加により受取手

形及び売掛金が1億98百万円増加したことなどによるものであります。 

固定資産は150億46百万円となり、4億80百万円増加いたしました。主な要因は、子会社設立による投資有価証券

の増加8億97百万円や保有株式の評価替等による投資有価証券の減少4億10百万円等によるものであります。 

負債合計は81億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ8億76百万円増加いたしました。流動負債は、69億6百

万円となり、10億89百万円増加いたしました。主な要因は、生産量増加による支払手形及び買掛金が9億85百万円増

加したことなどによるものであります。固定負債は12億49百万円となり、2億12百万円減少いたしました。主な要因

は、保有株式の評価替等による繰延税金負債が1億20百万円減少したことなどによるものです。 

純資産合計は328億66百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億20百万円減少いたしました。主な要因は、四半

期純利益3億14百万円と評価・換算差額等4億25百万円の減少および配当金の支払1億16百万円などによるものであり

ます。 

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.9％低下し、78.3％となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

- 2 -



（キャッシュ・フローについて） 

当第２半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は106億2百万円となり、前連結会計年度末に比べ24百万

円増加いたしました。 

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

・ 営業活動によるキャッシュ・フローは、15億51百万円の収入となりました。 

    これは主に、売上債権や仕入債務の増加などによるものであります。 

・ 投資活動によるキャッシュ・フローは、10億36百万円の支出となりました。 

    これは主に、子会社株式の取得による支出などによるものであります。 

・ 財務活動によるキャッシュ・フローは、3億42百万円の支出となりました。 

   これは主に、長期借入金の返済や配当金の支払などによるものであります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

今後の経済見通しにつきましては、長期的には緩やかな景気回復が続くと思われますが、今後も続くとみられる

円高や欧州の景気回復の遅れなどの影響が懸念されます。 

このような状況下におきまして、当社グループといたしましては、積極的な販売活動を展開するとともにコスト

低減にも取組み業績の回復に努めてまいる所存でございます。 

通期の業績予想につきましては、当第２四半期累計期間における業績の動向を踏まえ、平成22年5月13日に公表い

たしました業績予想を修正しております。詳細につきましては、本日公表の「通期業績予想の修正に関するお知ら

せ」ならびに「剰余金の配当および配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,602 10,577

受取手形及び売掛金 9,255 9,056

有価証券 1,000 －

商品及び製品 3,079 3,774

仕掛品 325 192

原材料及び貯蔵品 1,894 1,488

その他 846 738

貸倒引当金 △26 △28

流動資産合計 25,976 25,800

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,244 3,313

機械装置及び運搬具（純額） 316 326

土地 4,598 4,502

その他（純額） 179 175

有形固定資産合計 8,338 8,317

無形固定資産 143 148

投資その他の資産   

投資有価証券 5,758 5,271

その他 815 842

貸倒引当金 △9 △13

投資その他の資産合計 6,564 6,100

固定資産合計 15,046 14,566

資産合計 41,023 40,367

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,841 3,856

短期借入金 751 961

未払法人税等 170 145

未払費用 283 244

引当金 487 465

その他 373 144

流動負債合計 6,906 5,817

固定負債   

長期借入金 2 7

退職給付引当金 721 808

繰延税金負債 349 469

その他 176 176

固定負債合計 1,249 1,462

負債合計 8,156 7,279
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,954 1,954

資本剰余金 1,754 1,754

利益剰余金 30,066 29,869

自己株式 △1,591 △1,591

株主資本合計 32,183 31,986

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 591 816

繰延ヘッジ損益 16 22

為替換算調整勘定 △655 △460

評価・換算差額等合計 △46 378

少数株主持分 729 721

純資産合計 32,866 33,087

負債純資産合計 41,023 40,367
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 11,774 13,967

売上原価 9,401 10,617

売上総利益 2,373 3,350

販売費及び一般管理費 2,733 2,888

営業利益又は営業損失（△） △360 461

営業外収益   

受取利息 20 24

受取配当金 53 52

受取家賃 49 43

持分法による投資利益 3 6

その他 51 48

営業外収益合計 179 175

営業外費用   

支払利息 15 9

為替差損 － 73

その他 34 30

営業外費用合計 49 112

経常利益又は経常損失（△） △230 524

特別利益   

投資有価証券売却益 40 12

貸倒引当金戻入額 9 2

その他 － 0

特別利益合計 50 15

特別損失   

投資有価証券評価損 － 3

投資有価証券売却損 2 －

固定資産処分損 2 1

退職給付費用 78 －

工場統合費用 － 37

特別損失合計 83 42

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△263 497

法人税、住民税及び事業税 70 146

法人税等調整額 121 △10

法人税等合計 191 136

少数株主損益調整前四半期純利益 － 361

少数株主利益 29 47

四半期純利益又は四半期純損失（△） △484 314
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△263 497

減価償却費 215 193

受取利息及び受取配当金 △74 △76

支払利息 15 9

持分法による投資損益（△は益） △3 △6

売上債権の増減額（△は増加） 2,244 △264

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,795 93

仕入債務の増減額（△は減少） △2,722 1,053

その他 △186 △68

小計 1,021 1,431

利息及び配当金の受取額 85 90

利息の支払額 △15 △9

法人税等の支払額 △344 △124

法人税等の還付額 245 163

営業活動によるキャッシュ・フロー 992 1,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 500 －

有形固定資産の取得による支出 △40 △201

投資有価証券の売却による収入 96 58

子会社株式の取得による支出 － △897

その他 24 2

投資活動によるキャッシュ・フロー 580 △1,036

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △29 40

長期借入金の返済による支出 △254 △254

自己株式の取得による支出 △218 △0

配当金の支払額 △215 △116

少数株主への配当金の支払額 △12 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △731 △342

現金及び現金同等物に係る換算差額 121 △147

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 963 24

現金及び現金同等物の期首残高 9,304 10,577

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,267 10,602
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該当事項はありません。   

 〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、当社グループ（当社及び連結子会社）は産業

用電気機械器具等の製造並びに販売とこれらに関連する保守その他のサービスが主な事業であり、売上高、営業利

益の金額に占める当該事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

  

 〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．アジアの区分に属する主な国又は地域は、シンガポール及びマレーシアであります。 

３．その他の地域の区分に属する主な国又は地域は、オランダであります。 

  

 〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北・中米……アメリカ、カナダ 

(2）アジア………シンガポール、インドネシア 

(3）その他………イギリス、ロシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
日本 

(百万円) 
アメリカ
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売上高  8,495  1,680  1,406  192  11,774  －  11,774

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,016  37  1  －  1,055 (1,055)  －

計  9,511  1,717  1,408  192  12,829 (1,055)  11,774

営業利益又は営業損失（△）  △582  3  113  △23  △489  128  △360

  北・中米 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,332  1,958  660  4,951

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    11,774

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 19.8  16.6  5.6  42.0
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 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北・中米……アメリカ、カナダ 

(2）アジア………シンガポール、インドネシア 

(3）その他………イギリス、ロシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

 〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものでありま

す。 

当社グループは、主に産業用電気機械器具等の製造・販売をしており、国内においては当社及び西日本発電

機㈱が担当しております。また、補修部品等の販売については、デンヨー興産㈱が担当しております。海外に

おいてはアメリカをデンヨーマニュファクチュアリングコーポレーション、アジアをユナイテッドマシナリー

サービスPTE.LTD.及び欧州をデンヨーヨーロッパB.V.がそれぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立

した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「アメリ

カ」、「アジア」、「欧州」を報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）セグメント利益又はセグメント損失の調整額には、セグメント間取引に係るたな卸資産の調整額等が含まれてお

ります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。  

  北・中米 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,783  2,454  1,069  6,307

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    13,967

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 19.9  17.6  7.7  45.2

              （単位：百万円）

  報告セグメント 調整額 

（注） 

四半期連結損益 

計算書計上額   日本 アメリカ アジア 欧州 計 

売上高               

 外部顧客に対する売上高  10,439  1,957  1,428  141  13,967 －  13,967

 セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 2,195  105 11 －  2,311  (2,311) － 

計  12,634  2,062  1,440  141  16,279  (2,311)  13,967

セグメント利益又はセグメント損

失（△） 

（営業利益又は営業損失（△）） 

 66  177  158  △24  377  83  461
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該当事項はありません。  

  

販売実績 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

製品区分の名称 金額（百万円）

発電機関連  7,863

溶接機関連  1,202

コンプレッサー関連  392

その他  2,315

合計  11,774

製品区分の名称 金額（百万円）

発電機関連  9,965

溶接機関連  1,311

コンプレッサー関連  464

その他  2,226

合計  13,967
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